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連結注記表 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

１．連結の範囲に関する事項  

(1）連結子会社の数 21 社 

主要な連結子会社名 株式会社バッファロー、シマダヤ株式会社、その他 19

社 

 連結子会社であった Melco Caplital Pte.Ltd.は

2022 年 11 月に全株式を譲渡したため、連結の範囲か

ら除外しております。 

(2）非連結子会社の数 １社 

主要な非連結子会社名 島田屋共和食品加工協同組合 

連結の範囲から除いた理由  非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な

影響を及ぼしていないため、連結範囲から除外してお

ります。 

２．持分法の適用に関する事項  

(1）持分法適用の関連会社数 ２社 

主要な会社名 株式会社セゾン情報システムズ、その他１社 

 

(2）持分法を適用しない非連結 

子会社又は関連会社の数 
１社 

主要な会社名 島田屋共和食品加工協同組合 

持分法を適用しない理由  持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体として重要性が乏しいため、

持分法の適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社のうち、海外子会社１社の決算日は、12月 31 日であります。 

連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日現在で決算に準じた仮決算を行った計算書類

を使用しております。 
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４．会計方針に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券  

 その他有価証券  

 市場価格のない株式等以外 

 のもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

 市場価格のない株式等  移動平均法による原価法を採用しております。 

② デリバティブ 時価法   

③ 棚卸資産  IT関連事業は主として移動平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）を採用し、在外連結子会社は主として移動平均

法による低価法を採⽤しております。 

食品事業は主として先入先出法による原価法（貸借対 

照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの 

方法）を採用しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

 当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連結子

会社は主として定額法を採用しております。（ただし、

1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

並びに 2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法によっております。） 

② 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

 当社及び国内連結子会社は定額法を採用し、在外連結

子会社は所在地国の会計基準に基づく定額法を採用して

おります。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（研究開発用のもの３年、その他のも

の５年）に基づいております。 

③ リース資産  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金  債権の貸倒による損失に備えるため、当社及び国内連

結子会社は、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。また在外

連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込

額を計上しております。  

② 役員賞与引当金  役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支

給見込額に基づき計上しております。 

③ 役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

必要額を計上しております。 

④ リサイクル費用引当金  リサイクル対象製品等の回収及び再資源化に備えるた

め、売上台数を基準として支出見込額を計上しておりま

す。 
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⑤製品保証引当金  製品の無償修理費用の支出に備えるため、過去の実績

に基づく合理的な見積額を計上しております。 

(4)収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以

下のとおりであります。

① IT 関連事業  主に国内の事業者及び一般顧客に対してIT機器・家電

製品等の商品の販売、製品の保守サービスの提供をして

おります。 

商品の販売においては、引き渡し等により顧客に支配

が移転した時点で履行義務が充足されることとなります

が、適用指針第98項の代替的な取扱いを適用し、出荷時

点において収益を認識しております。また、顧客との契

約において約束された対価から、値引き、リベート、返

品及び販売促進費等の名目で顧客に支払う対価の一部に

ついて控除しております。 

製品の保守サービスについては一定の期間を設けその

期間内において製品の修理・交換等のサービスを提供す

るものであり、期間の経過により履行義務が充足される

ことから、一定の期間に渡り収益を認識しております。 

なお、これらに関する取引の対価については、商品の

引き渡し又はサービス提供開始から通常１年以内に支払

を受けており、重要な金融要素の調整はしておりませ

ん。 

②食品事業  国内の事業者及び一般消費者に対して製麺等の商品を

販売しており、引き渡し等により顧客に支配が移転した

時点で履行義務が充足されることとなりますが、適用指

針第98項の代替的な取扱いを適用し、出荷時点において

収益を認識しております。なお、商品の販売に関する対

価については、商品の引き渡し又はサービス提供開始か

ら通常１年以内に支払を受けており、重要な金融要素の

調整はしておりません。 

③その他  投資運用サービスの提供をしており、期間の経過によ

り履行義務が充足されることから、一定の期間に渡り収

益を認識しております。 

(5)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法  為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行っております。 

なお、連結会社間取引に付されたヘッジ目的のデリバ

ティブについては、連結会社間の債権債務の相殺消去に

伴い時価評価を行った上で、評価差額は当期の損益とし

て処理しております。
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②ヘッジ手段とヘッジ対象  

 ヘッジ手段 デリバティブ取引（為替予約取引） 

 ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務 

③ヘッジ方針  将来の為替相場変動によるリスク回避を目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針であります。 

④ヘッジの有効性評価の方法  ヘッジの有効性を確保できるような為替予約取引の利

用を行っております。   

⑤その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの 

 取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従っ

て行っております。 

(6) その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

① 退職給付に係る負債 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給

付債務から年金資産の額を控除した額を計上しておりま

す。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。また、一部の連

結子会社は期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年ま

たは10年）による定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。 

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職

給付に係る調整累計額に計上しております。 

なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び

退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用

しております。 

② グループ通算制度を適用する

場合の会計処理及び開示に関

する取扱い 

当社は、当連結会計年度から、連結納税制度からグル

ープ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税

および地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示

については、「グループ通算制度を適用する場合の会計

処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号

2021年8月12日。以下「実務対応報告第42号」とい

う。）に従っております。また、実務対応報告第42号第

32項（1）に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う

会計方針の変更による影響はないものとみなしておりま

す。 

③ のれんの償却方法及び償却期

間 

のれんの償却については、投資単位ごとに投資効果の発

現する期間で均等償却しております。 
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（会計方針の変更等） 

・時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021年６月

17 日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時

価算定会計基準適用指針第 27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用

指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これによる連

結財務諸表への影響はありません。 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

・固定資産の減損 

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

                （単位：百万円） 

 当連結会計年度 

有形固定資産 10,048 

無形固定資産   51 

 

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

当社の食品事業の連結子会社グループでは、工場別に資産のグルーピングを行っており、工

場損益の悪化、工場の主要な資産の市場価格の著しい下落等により減損の兆候の有無を把握

し、兆候が識別された資産に関して、減損損失の認識の判定を行っております。なお、資産グ

ループの将来キャッシュ・フローの生成に寄与する共用資産に減損の兆候がある場合には、当

該共用資産が関連する資産グループに共用資産を加えた、より大きな単位で減損損失の認識

の判定を行っております。 

減損の兆候がある場合、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総

額が帳簿価額を下回る場合には、使用価値又は正味売却価額のいずれか高い方の金額まで帳

簿価額を減額し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。 

使用価値の算定に用いる将来キャッシュ・フローの基礎となる将来計画は、経済環境の変化

による不確実性を伴うとともに、経営者の主観的な判断も介在するため、仮定の見直しが必要

となった場合、翌年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。  

 

・棚卸資産の評価 

                   （単位：百万円） 

 当事業年度 

商品及び製品 14,251 

原材料及び貯蔵品 6,881 

①算出方法 

IT 関連事業の棚卸資産の評価は、主に棚卸資産に収益性の低下が生じたと判断した場

合に正味売却価額で評価する方法及び正常な営業循環過程から外れた棚卸資産について

は滞留月数に応じて規則的に帳簿価額を切下げる方法に基づいております。 
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正味売却価額で評価する方法は、期末日時点の正味売却価額を見積り、正味売却価額が

棚卸資産の取得原価と比較して下落している場合に正味売却価額を棚卸資産評価額とす

るとともに、減額した帳簿価額を棚卸資産評価損として処理しております。正味売却価

額は、見積販売価格から実績率に基づく見積販売直接経費を控除して算定し、見積販売

価格は期末日前の販売実績の平均単価に基づいて算定しております。なお、原材料につ

いては、正味売却価額に代えて再調達原価に基づく処理をしております。 

滞留月数に応じて規則的に帳簿価額を切下げる方法は、期末日から一定期間を経過し

ているものを長期滞留在庫と判断し、長期滞留在庫の評価時点の取得原価に滞留月数に

応じて設定された減額率を乗じることにより棚卸資産評価額を算出するとともに、減額

した帳簿価額を棚卸資産評価損として処理しています。 

②主要な仮定

主要な仮定は見積販売価格、見積販売直接経費、再調達原価及び滞留月数に応じて設定

された減額率です。 

③翌事業年度の財務諸表へ与える影響

正味売却価額の見積りは不確実性を伴うため、正味売却価額が想定よりも下回った場

合には損失が発生する可能性があります。 

滞留月数に応じて設定された減額率は商品のライフサイクルを勘案して仮定を設定し

ており、急激なライフサイクルの変化が生じた場合や市場環境が予測より悪化する場合、

原材料等の使用実績に著しい変化が生じた場合には、損失が発生する可能性があります。 

（連結貸借対照表に関する注記） 

担保に供している資産及び担保に係る債務 

（1）担保に供している資産

輸入に係る関税及び消費税等の延納に対する担保

投資有価証券 764百万円 

（2）担保に係る債務

輸入に係る関税及び消費税等

未払金 32百万円 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当連結会計年度

期首株式数

（株） 

当連結会計年度

増加株式数

（株） 

当連結会計年度

減少株式数

（株） 

当連結会計年度

期末株式数

（株） 

発行済株式 

普通株式 

（注）1 
17,937,873 － 1,000,000 16,937,873 

合計 17,937,873 － 1,000,000 16,937,873 

自己株式 

普通株式

（注）2、3 
1,064,349 17,367 1,000,000 81,726 

合計 1,064,349 17,367 1,000,000 81,726 

（注）1．普通株式の発行済株式総数の減少1,000,000株は、取締役会決議にもとづく自己株式の消却によ

る減少であります。 

2．普通株式の自己株式の数の減少1,000,000株は、自己株式の消却による減少であります。 
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3．普通株式の自己株式の数の増加17,367株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加

17,200株、単元未満株式の買取りによる増加167株であります。 

 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額等 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2022年５月27日 

取締役会 
普通株式 1,012 60 2022年３月31日 2022年６月30日 

2022年11月14日 

取締役会 
普通株式 1,012 60 2022年９月30日 2022年12月６日 

 

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

  次のとおり決議を予定しております。 

決議予定 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2023年５月18日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 1,012 60 2023年３月31日 2023年６月８日 

 

 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については安全かつ効率的な運用を最優先に考え、現時点で

は安全性の高い短期の預金及び有価証券等を中心に行っております。資金調達について

は、グループ内ファイナンスを活用しつつ、外部金融機関からの当座貸越契約枠を確保し

ております。 

なお、デリバティブは内部管理規程に従い、後述するリスクを回避するために利用して

おり、投機的な取引は行わない方針です。 

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形及び売掛金に係る信用リスクに関しては、与信管理規程に沿っ

た管理を行っており、取引信用保険契約も利用し、リスク低減を図っております。 

 有価証券及び投資有価証券は、主に投資信託、業務上の関係を有する企業の株式であ

り、市場価格の変動リスク及び信用リスクを有しておりますが、随時（最低四半期ごと、

対象によっては毎週）時価の把握を行っております。また、定期的に取締役会にて時価及

び損益状況を確認し、管理を行っております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払法人税等、未払費用並びに未

払金は、ほとんどが 1 年以内の支払期日です。営業債務に係る流動性リスクに関しては、

当社グループは十分な手元流動性と金融機関からの当座貸越契約枠を保持しており、更に

グループ内ファイナンスによる資金の集中と配分を行う制度も整備しております。 

短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は設備投資に係る資金調

達であります。 

 海外との取引に対して発生する外貨建売掛金及び外貨建買掛金は、為替の変動リスクを

有しておりますが、原則としてすべての外貨建債権債務に対し、デリバティブである先物
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為替予約を利用して、ヘッジしております。 

 なお、デリバティブ取引の執行・管理については、社内規程に従って行っており、常時

契約額及び損益影響の管理をしております。 

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等に

ついては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2023年３月 31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額 231百万円）

は、「その他有価証券」には含めておりません。 

連結貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

有価証券及び投資有価証券 

①関連会社株式 7,391 8,214 823 

②その他有価証券 2,772 2,772 － 

長期借入金 (*2) (99) (99) － 

デリバティブ取引 

① ヘッジ会計が適用されて

いないもの 
4 4 － 

② ヘッジ会計が適用されて

いるもの
44 44 － 

(*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

(*2）連結貸借対照表上の 1年内返済予定の長期借入金 99百万円は長期借入金に含まれております。 

(*3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに

時価を分類しております。 

(*1) (*1) 

(*3) 
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(1） 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券及び投資有価証券     

 ①関連会社株式 － － － － 

 ②その他有価証券 2,772 － － 2,772 

長期借入金 － － － － 

デリバティブ取引 － 49 － 49 

 

 

 

(2） 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券及び投資有価証券     

 ①関連会社株式 8,214 － － 8,214 

 ②その他有価証券 － － － － 

長期借入金 － (99) － (99) 

デリバティブ取引 － － － － 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
 

有価証券及び投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。 
 

長期借入金 

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を

基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 
 

デリバティブ取引 

為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法に

より算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

   1株当たり純資産額      3,705.70 円 

     1株当たり当期純利益      181.23 円 

 

（ストック・オプションに関する注記） 

１． ストック・オプションに係る資産計上額又は費用計上額及び科目名 

該当事項はありません。 

 

２． 権利不行使による失効により利益として計上した金額 

新株予約権戻入益 22 百万円 

 

３． ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

該当事項はありません。 
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（収益認識に関する注記） 

１． 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおりになります。 

     （単位：百万円） 

    報告セグメント 
その他 合計 

    IT 関連 食品 計 

売上高           

  一時点で移転される財 105,986 34,115 140,101 0 140,101 

  
一定の期間にわたり移転さ

れるサービス 
2,025 0 2,025 449 2,475 

  
顧客との契約から生じる収

益 
108,011 34,115 142,127 449 142,576 

  その他の収益 － － － － － 

  外部顧客への売上高 108,011 34,115 142,127 449 142,576 

 

２． 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、注記事項「連結計算書類の作成のための基

本となる重要な事項に関する注記等」の「(4)収益及び費用の計上基準」及び「（会計方

針の変更等）」に記載のとおりであります。 

 

３． 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの

関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降

に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

 

（１） 契約資産及び契約負債の残高等 

（単位：百万円） 

 連結会計年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 15,930 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 16,693 

契約負債（期首残高） 4,078 

契約負債（期末残高） 4,432 

 

契約負債は主に製品の保守サービスについて、顧客から受け取った翌期以降分の前受

金に関するものであります。契約負債は収益認識に伴い取り崩されます。 

当連結会計年度に認識した収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた

額は 1,642百万円であります。また当連結会計年度における契約負債の増減は、主とし

て前受金の受取りと収益認識によるものであります。 
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（２） 残存履行義務に配分した取引価格 

当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたっては実務

上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に

含めておりません。当該履行義務は IT 関連事業における保守サービスに関するものであ

り、残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下

のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 連結会計年度 

１年以内 3,124 

１年超２年以内 1,634 

２年超３年以内 943 

３年超 974 

合計 6,676 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 
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株主資本等変動計算書

（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

（単位：百万円）

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

当期首残高 1,000 250 250 60,689 60,689 △ 3,486 58,453

当期変動額

剰余金の配当 △ 2,024 △ 2,024 △ 2,024

当期純利益 6,355 6,355 6,355

自己株式の取得 △ 57 △ 57

自己株式の消却 △ 3,276 △ 3,276 3,276 －

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

－ － － 1,054 1,054 3,218 4,273

1,000 250 250 61,744 61,744 △ 267 62,726

評価・換算差額等

当期首残高 400 400 22 58,876

当期変動額

剰余金の配当 △ 2,024

当期純利益 6,355

自己株式の取得 △ 57

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△ 79 △ 79 △ 22 △ 102

△ 79 △ 79 △ 22 4,170

320 320 － 63,047

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てして表示しております。

利益剰余金
合計

当期変動額合計

純資産合計

自己株式
株主資本

合計

その他有価
証券評価差

額金

評価・換算
差額等合計

資本金
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

繰越利益剰
余金

新株予約権

当期末残高

当期変動額合計

当期末残高
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個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

 その他有価証券  

 市場価格のない株式等以外

のもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定) 

 市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

(2）デリバティブの評価基準及び評価方法 

 時価法 

２．固定資産の減価償却の方法  

(1）有形固定資産 定率法を採用しております。 

なお、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及

び構築物については定額法を採用しております。 

取得価額が10万円以上20万円未満の資産については３年

間で均等償却しております。 

(2）無形固定資産 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。 

３．引当金の計上基準  

(1）貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(2）役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込

額に基づき計上しております。 

(3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し、退職

給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準

によっております。 

なお、数理計算上の差異は各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしております。 

 また、当事業年度については年金資産見込額が退職給付

債務見込額に未認識数理計算上の差異を加減した額を超過

しているため、超過額を前払年金費用に計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必

要額を計上しております。 

４．収益及び費用の計上基準  当社の収益は、関係会社からの受取配当金、不動産賃貸

料等になります。 

受取配当金については、配当金の効力発生日をもって収

益を認識しております。不動産賃貸料については、賃貸契
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約期間に基づく契約上の収受すべき賃貸料を基準として、

その経過期間に対応する収益を認識しております。 

（会計方針の変更等） 

・時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021年６月

17 日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算

定会計基準適用指針第 27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針

が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これによる財務諸

表への影響はありません。 

（会計上の見積りに関する注記） 

・関係会社株式の評価

①当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：百万円） 

当事業年度 

関係会社株式 34,812 

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成した各関係会社の計算書類を

基礎とした１株当たりの純資産額、若しくは１株当たりの純資産額に買収時において認識し

た超過収益力を反映させたものを実質価額として、当該実質価額と取得原価とを比較し、減損

処理の要否を判定しております。

減損処理の要否及び実施する場合の金額は、純資産の回復可能性、超過収益力の毀損の有無

及び毀損している場合の当該毀損金額に依存しており、関係会社株式の評価における重要な

仮定は、主に関係会社の将来計画における収益性の見込みとなります。 

これらの仮定は、将来の不確実な経済条件の変動等の結果によって影響を受ける可能性が

あり、見直しが必要となった場合、翌年度の計算書類に重要な影響を与える可能性がありま

す。 

（貸借対照表に関する注記） 

１．関係会社に対する金銭債権・債務 

短期金銭債権 1,559 百万円 

短期金銭債務 1,372 百万円 

２．偶発債務 

関係会社の仕入先に対する保証 

株式会社バッファロー 227百万円 

(1,702千米ドル) 

シー・エフ・デー販売株式会社 1,048 百万円 

(7,848千米ドル) 

３．投資有価証券の賃貸借契約 

投資有価証券には賃貸借契約により、貸し付けている有価証券 182百万円が 

含まれております。 
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（損益計算書に関する注記） 

 関係会社との取引高  

売上高 8,021 百万円 

販売費及び一般管理費 45 百万円 

営業取引以外の取引高 79 百万円 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

  普通株式 

 

81,726株 
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（税効果会計に関係する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

関係会社株式評価損 545百万円 

役員退職慰労引当金 47百万円 

貸倒引当金 160百万円 

税務上の繰越欠損金（注１） 163百万円 

その他 258百万円 

繰延税金資産小計 1,176百万円 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △163百万円 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △947百万円 

評価性引当額小計 △1,111百万円 

繰延税金資産合計 64百万円 

繰延税金負債  

前払年金費用 △0百万円 

その他有価証券評価差額金 △92百万円 

繰延税金負債合計 △93百万円 

繰延税金資産（負債）の純額 △28百万円 

（注１）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

当事業年度（2023年３月31日） 
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※税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 30.60％ 

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 33.7％ 

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6％ 

評価性引当額の増減 △ 2.7％ 

住民税均等割 0.0％ 

繰越欠損金の税効果未認識 0.6％ 

その他 △ 0.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 2.6％ 

 

３．グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い 

当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに

伴い、法人税および地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通

算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021年 8 月
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12 日。以下「実務対応報告第 42 号」という。）に従っております。また、実務対応報告第 42

号第 32項（1）に基づき、実務対応報告第 42 号の適用に伴う会計方針の変更による影響はない

ものとみなしております。 

（関連当事者との取引に関する注記） 

子会社及び関連会社等 

（単位：百万円） 

種類 会社等の名称
議決権等の

所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(注)3
科目 

期末残高 

(注)3 

子会社 株式会社バッファロー 
直接 

  100％ 

資金貸借 

役員の兼任 

人員の出向・ 

受入 

資金の貸付 

(純額）(注)1 
4,765 

関係会社短期貸

付金 
10,370 

利息の受取（注)1 156 営業未収入金 15 

グループ通算制度に

伴う支払(純額) 
1,207 未払金 1,207 

子会社 シマダヤ株式会社
直接 

  100％ 

資金貸借 

役員の兼任 

資金の貸付 

(純額）(注)1 
1,560 

関係会社短期貸

付金 
4,160 

利息の受取（注)1 4 － － 

資金の預り管理 

(純額) (注)1 
4,500 関係会社預り金 6,300 

利息の支払（注)1 3 未払費用 0 

子会社 
シー・エフ・デー販売株式

会社

直接 

  100％ 

資金貸借 

役員の兼任 

債務保証 

資金の貸付 

(純額）(注)1 
714 

関係会社短期貸

付金 
3,9111

利息の受取（注)1 38 営業未収入金 3 

システムの賃貸(注)2 17 未収入金 2 

子会社 
株式会社バッファロー・

IT・ソリューションズ 

直接 

  100％ 

資金貸借 

役員の兼任 
システムの賃貸(注)2 23 未収入金 31

子会社 株式会社トゥーコネクト 
直接 

  100％ 

資金貸借 

役員の兼任 

配当の受取 5,361 － － 

資金の預り管理 

(純額) (注)1 
3,300 － － 

利息の支払（注)1 2 未払費用 0 

グループ通算制度に

伴う受取(純額) 
806 未収入金 806 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．資金貸借取引の金利については、市場金利を勘案して決定しております。 

２. 契約書に定める料率に応じて合理的に決定しております。

３．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額 3,740.34 円 

２．１株当たり当期純利益 397.33円 

（収益認識に関する注記） 

 「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．収益及び費用の計上基準」に記載のと

おりであります。 
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